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１．はじめに  

 日本では豪雨・地震などによる斜面災害が毎年多発している。地盤災害の場合には，斜面計測情報を直前に

検知することで警報発令，災害防止が可能である。しかし,多くの斜面崩壊現場では，通常のインターネット

（ADSL，携帯など）通信が出来ない，さらに大規模な災害発生

時には回線混雑により携帯通信もできなくなる恐れがある。近年，

衛星通信会社は，常時接続できる通信回線を社会に提供し始めた。

著者らは，衛星通信サービスを一つの通信手段としてリアルタイ

ム警報システムに組み込んだ。これにより，現場観測用のセンサ

ーと衛星通信サービス並びにインターネット経由の遠隔制御技術

を組み合わせ，斜面の崩壊を直前に検知して対応を開始するリア

ルタイム斜面災害防止技術を具体化した。 

２．今までの土質力学から得られた研究結果  

 オレンセら 1)は，崩壊手法（浸透流と人工雨）・相対密度・斜面

勾配及び地盤形状(不透水層)を変えて合計 10 ケースの模型実験

（長さ:197cm,高さ:90cm,幅:80cm）を行い，土砂斜面の豪雨時崩

壊を直前検知するロジックを実験的に研究してきた。図－1 を見

ると，水分含有率が飽和度にして 90%程度に達したときに崩壊が起

こったが，その様子は法尻に設置した変位計によって計測された。

この変位記録には，崩壊に先立って微小な変位が起こったことも示

されている。 
瀬古ら 2)は，図―２a，b に示すように模型実証実験で無線技術と

MEMS 技術を利用することによりリアルタイムに傾斜計が模型斜

面崩壊開始の 30 分前から崩壊現象を捉えた後，2 時間を経過して斜

面が完全に崩れた。上述した研究結果から見ると土壌水分と斜面変

位は斜面崩壊前に異常な前兆が現れていると分った。 

３．迅速な警報システムにおける必須条件  

上記の先行研究を実用化の可能な段階に成長させるためには，下

記の条件を満たさなければならない。即ち，①現地に展開された水

分計・変位計・伸縮計などの計測センサー信号をリアルタイムで収

集する。②システム設置の前提として既往の事例を分析し，崩壊予

知ロジックを構築する上で，リアルタイムの観測とデータ解析によ

り斜面崩壊情報を提供する。 
４．衛星双方向サービスの特徴  

 リアルタイム防災が成り立つ条件としては，常時に通信できることである。現場観測において頻繁に問題と

なるのは，測定情報の実用的な伝送手段である。IT 技術の高度な発展に伴い，大都市および周辺の地域には，
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図－１ 小型模型降雨実験の法尻計測

値の時刻歴 1) 

図―２a 大型模型実験の法面崩壊が

開始直前の様子 2) 
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図―２b 矩尻から開始した法面崩壊 2)
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電話アナログ通信・ISDN・ADSL・光ファイバー・携

帯モバイルや衛星通信など多くの通信手段は提供され

ている。しかし，高速道路・鉄道・ダム及び多くの河川

では，通常のインターネット通信インフラーが，まだ整

備されておらず，通信できない状態になっている。 
筆者ら 3)は，インターネットや携帯モバイル通信によ

る「リアルタイム警報システム」を開発した。しかし，

常時計測・監視を要する現場・斜面崩壊区域の多くは電

話が無く，携帯の電波も届かない，即ちインターネット

ネットワークの構築ができないため，システムの応用は，

通信環境の良い地域に限られている。これらの問題を解

決するために，衛星通信会社と共同で，通信エリアが日

本全国をカバーする「衛星双方向通信サービス」をシス

テムに組み込むことを試みた。衛星通信を使用する理由

は，以下のように整理できる。①通信エリアが日本全国

カバー：衛星が捕捉できる南南東方向の空が見えれば

（仰角約 45 度），どこからでも通信可能である。他の通

信手段ではカバーできないエリアでの通信に最適と考

えられる。通信インフラーの整っていない山中などから，

観測データの収集を行うことができる。②送信・受信と

も可能な双方向衛星通信を実現する。③複数拠点での衛

星通信ネットワークを構築することができる。④端末か

ら端末へ通信を行う過程では、公衆網への接続は行わな

いため，セキュリティの高いネットワークを構成することが出来る。⑤災害現場の迅速な対応：二次災害の発

生を防ぐため，災害現場の迅速な対応が要求されている。大規模な地震が発生した場合は，一般的に通信イン

フラーもパニック状態で通信できないと想像できる。衛星双方向通信サービスを利用すると，通信回線を独占

しており，上述した通信障害が起こらない。アンテナは，可搬型なので３０分で設置できる。 

５．あとがき  

 筆者らは，高度な IT 技術を利用して双方向遠隔監視・制御システムの開発に従事してきた。このシステム

は，現場のセンサーからのデータ収集や制御および数値処理がホストサーバーによって行えるほか，同じコン

ピュータで並列に実行される数値解析との結合にも拡張が可能である。現在，衛星双方向通信サービスを利用

して定点観測は順調に進んでいるが，実際のリアルタイム斜面防災に貢献することと期待される。 
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図―３ 衛星通信/インターネット通信環境にお

ける防災システム 
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